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2013年8月26日，碁石地区の被災住民を中心とする
“碁石地区復興まちづくり協議会”の代表らは， 

大船渡市長“戸田公明”氏に提言書を手渡した。 

計画書の説明の後，大船渡市長“戸田公明”氏に手渡す。地元TVの取材も。 
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図 住宅や生活施設の配置，緑地や樹木の空間構成の検討 図 研究室で作成した高所移転住宅団地の代替案 



“リアスの風”によるモデル住宅案による配置 



 

Ｃプロットタイプ（7人家族住居） 

Ａプロットタイプ（4人家族住居27坪程度） Ｂプロットタイプ（4人家族住居30坪程度） 

D公営住宅タイプ 
床面積：64.82㎡（19.60t坪） 
物置：1.66 
床面積：66.48㎡（20.11坪） 

1階床面積：58.80㎡（17.78坪） 
2階床面積：33.12㎡（10.01坪） 
延べ床面積：91.92㎡（27.80
坪） 

1階床面積：53.82㎡（16.82坪） 
2階床面積：53.82㎡（16.28坪） 
延べ床面積：107.64㎡（32.56
坪） 

1階床面積：102.82㎡（31.10坪） 
2階床面積：57.73㎡（17.46坪） 
延べ床面積：160.55㎡（48.56
坪） 

建築家集団“リアスの風”によるモデル住宅案 













【“復興まちづくり計画”策定への支援体制 】 

・専門知識を要する提
案，アドバイス 
・個別の相談窓口 

【碁石地域復興まちづくり協議会（検討会）】 

【住宅復興部会】 

【高所移転住宅地
建設委員会】 

連携 

・高所移転による住宅再建
のためのワークショップ 

・地域再生復興のための
ワークショップ 

・再建住宅のモデルタイプ提案 

碁石地区振興協議会 
（地区住民） 

「リアスの風】 
盛岡在住建築家有志 

災害復興まちづくり支援機構 
専門士業 

日本大学 
建築・地域共生デザイン研究室 

碁石地区復興まちづくり計画 

①景観や環境，新旧コミュニティに配慮した住宅地及び住宅再建計画 
②津波被災地での地域の生業再生や地区としての将来土地利用計画 
③広域を視野に入れた交通ネットワーク，エコツーリズムの展開 

提出 
大船渡市役所 

地区住民の参画による合意形成に基づく計画案の策定 意見交換 

碁石地区復興まちづくり協議会：22回・住宅復興部会：3回・高所移転住宅建設委員会：3回 

・生活再建での課題解決の質問，要望等 

協議会，部会等でのWS・アンケート調査等の企画・運営を通じた 
計画支援により“復興まちづくり計画”を策定。 



大船渡市 

陸前高田市 

住田町 

【碁石地区の概要】 
・岩手県大船渡市末崎町碁石地区 
・人口：1084人世帯数：355世帯 
 （平成22年10月現在） 
・地区構成：泊里，西舘，山根，三十刈，碁石 

“碁石”の由来の碁石浜 

三面椿 



図 3.11当日，津波が碁石地区を襲う姿（及川宗夫（住民）氏：撮影） 





西舘 

碁石 
泊里 

三十刈 

山根 

図．碁石地区5集落被災地図 

凡例 

全壊 
大規模半壊 
半壊以下 

全壊 

住宅 

店舗 
店舗兼住宅等 

表.碁石地区集落別被災実態 
集落名

西舘 泊里 山根 三十刈 碁石

全壊 28 28 0 2 13 71

大規模半壊 3 1 0 0 1 5

半壊以下 8 1 0 0 0 9

全壊 2 11 0 0 3 16

大規模半壊 0 0 0 0 0 0

半壊以下 0 0 0 0 0 0

合計 41 41 0 2 17 101

*半壊以下：半壊・床上浸水を含む （戸数）

店舗・店舗
兼住宅・公
共施設等

合計被害度合建物用途

住宅

碁石地区の中心であった西舘・泊里地区に被害が集中し，住宅や店舗，漁業施
設，公共施設等合わせて101棟が被災した。泊里地区は自治会が解散している。 

写真：津波到達時（左），被災直後の様子（右） 

【碁石地区の被災実態の調査結果】 
 

 被災者及び碁石地区復興まちづくり協議会長らへのヒアリング調査により整理・分類 
 



西舘 泊里 山根 三十刈 碁石

13 2 0 1 0 16

3 1 0 0 2 6

4 17 0 1 8 30

14 2 0 0 1 17

1 0 0 0 0 1

0 1 0 0 0 1

1 6 0 0 2 9

1 4 0 0 0 5
0 0 0 0 0 0

0 2 0 0 0 2
2 2 0 0 0 4
0 0 0 0 2 2

合計 39 37 0 2 15 93 93

（戸数）

合計

69

16

8

小計

①戸建住宅（自力）再建

②復興公営住宅

③地区内の高台に戸建住宅（自力）再建

④元の場所で住宅修繕・再建

⑫未定

*半壊以下：半壊・床上浸水を含む

集落名

Ⅲ．再建なし

⑩震災後に亡くなられた
⑪震災以前から空き家

Ⅱ.碁石地区外

　で再建

Ｂ.防災集団移転

促進事業を活用

⑤戸建住宅（自力）再建

⑥復興公営住宅

⑦地区外の高台に戸建住宅（自力）再建
⑧地区外の賃貸等アパートに移住

⑨子供や親族の家に移住

住宅・店舗兼住宅の再建方法の選択パターン（碁石地区）

Ⅰ.碁石地区内

　で再建

Ａ.防災集団移転

促進事業を活用

表.住宅・店舗兼住宅の再建方法の選択パターン（2013年11月07日現在） 

【被災者による住宅再建方法の選択の調査結果】 
 

 碁石地区では住宅や店舗兼住宅において，全壊，大規模半壊等合わせて 93 
棟が被災し，76世帯が地区内，17世帯が地区外での住宅再建を選んでいる。 

被災世帯 
93世帯 

西舘の被災世帯を核とした23世帯が集団移転することで新たなコミュニティ
を形成する事となる，この計画づくりを支援することで本研究を進めていく。 

現地で住宅修繕・再建 
 17世帯 

・防災集団移転促進事業  
戸建て自力再建 16世帯 
復興公営住宅    6世帯 

合計23世帯 

新設住宅団地 
1世帯 

22世帯 

17世帯 

自力高所移転 
30世帯 

 

地区内の 
高台 

30世帯 

・防災集団移転促進事業   
戸建て自力再建  1世帯 
復興公営住宅  2世帯 

・個人の自力高所移転 
・賃貸アパート  14世
帯 

碁石地区内 
76世帯 

碁石地区外 
17世帯 



【事業実施に際しての支援（市に対してのもの）】 
 住宅団地の用地取得造成（移転戸数×660平米＋公益施設面積）×39,780円 
 公共施設の整備費 
 共同作業所（農業や漁業など）の整備費用 
 計画策定費用 

【事業実施に際しての支援（みなさんに対してのもの）】 
 住宅建設・土地購入に関する補助（ローンの利子補給）上限708万円 
 引っ越し費用補助 上限78万円（農林漁業者が離職する場合 237.2万円） 
 移転促進区域内の宅地の買い取り 

 

国土交通省パンフレットより 



月 日 協議会 防災集団移転促進事業による高所移転・住宅団地再建のための支援 

3月3･4日 ①被災住民の住宅再建意向の個別聞き取り 

3月18日 第6回 ②個別聞き取り結果報告，高所移転住宅のイメージ提案 

4月1日 第7回 ③漁業集落環境整備事業による復興再生提案 

④高所移転住宅地模型（1/200）・碁石地区全域地形模型（1/2000）作成 

5月12日 第8回 ⑤高所移転住宅地模型（1/200）を使用した住宅地配置イメージ検討ＷＳ 

7月21日 第10回 ⑥碁石地区全域地形模型（1/2000），住宅地模型（1/200）を使用した 
住宅地配置イメージ検討ワークショップ 

⑦防災集団移転促進事業による高所移転希望者に対する住宅再建方法意
向アンケート 

9月1日 第11回 ⑧住宅再建意向調査結果報告，住宅団地の市代替案の提示 

⑨津波被災以前の住宅間取り・敷地使い方アンケート調査 

9月29･30日 第12回 ⑩高所移転による住宅再建を考える連日ＷＳ 

⑪被災前住宅模型2種類作成，住宅団地空間構成・住宅配置案の図面作成 

11月5日 第13回 ⑫高所移転による住宅再建を考えるワークショップ part2 

⑬住宅団地の構成要素，各世帯の敷地・住宅要素の意向確認アンケート 

表 日本大学 糸長・藤沢研究室による碁石地区への支援活動 

【碁石地区における計画的支援の概要と活動経過】 



月 日 協議会 防災集団移転促進事業による高所移転・住宅団地再建のための支援 

⑮各世帯の敷地・住宅要素の意向傾向を使用して岩手県盛岡市の建築家集
団と碁石らしさを持つ再建住宅案の検討 

1月26日 第15回 ⑯各世帯の敷地・住宅要素の意向傾向の報告 

⑰高所移転希望者の再建住宅の設計要件把握アンケート調査 

⑱設計要件把握調査をもとに盛岡市建築家集団に住宅モデル案を依頼 

2月17日 第16回 ⑲住宅モデル案の提示 

3月9日 第17回 ⑳碁石地区計画（津波被災跡地の利用）の検討，住宅モデル案の検討 

4月13日 第18回 ㉑碁石地区計画（津波被災跡地の利用）の検討，住宅モデル案の検討 

6月22日 第19回 ㉒碁石地区計画（津波被災跡地の利用）の検討，住宅モデル案の検討 

７月27日 第20回 第1回・一次提言書（案）検討・調整 

8月25日 第21回 第2回・一次提言書（案）検討・調整 

８月26日 大船渡市長への提言 

10月11日 第1回 碁石地区高所移転住宅地建設委員会 ・設立委員会 

11月3日 第2回 碁石地区高所移転住宅地建設委員会・委員会規約 

12月7日 第3回 碁石地区高所移転住宅地建設委員会・建築及びまちづくり協定 

表 日本大学 糸長・藤沢研究室による碁石地区への支援活動（続き） 

碁石地区復興まちづくり協議会：22回・住宅復興部会：3回・高所移転住宅建設委員会：3回 



第1期  状況や言語の共有化 

住宅再建について，被災者が個々に抱える悩みや課題の整理，住宅再建
に関わる制度などの解説・情報提供により，住宅再建の方法と意向の共
有化を図る。 

第2期 イメージ喚起と共有化（住宅地と住宅） 

高所移転者が持っている高所移転住宅地の形状や情報を明確にすると共
に，住宅地の環境形成に対するイメージの共有化を図る。 

第3期 具体的な形と数値の共有化 

高所移転者の住要求からモデル住宅として設計・提案し，高所移転者と
のWSによる検討により，個々のニーズにそったモデル住宅を完成させ
ると共に，高所移転住宅地のイメージの共有化を図る。 

第4期 調和したまち並みに向けた合意形成 
モデル住宅を軸とした共同発注での住宅再建をふまえ，高所移転者主体
の建設委員会での，高所移転住宅地での建築やまち並み形成での合意形
成を図る 

  

2013年10月 
～ 
現在 

2012年12月 
～ 

2013年6月 

2012年4月 
～ 

2012年12月 

2011年12月 
～ 

2012年3月 

【碁石地区における計画的支援の概要と活動経過】 

計画策定の進捗状況にあわせた段階的なテーマを設定し運営。検討材料とする
ためのヒアリングやアンケート，図面や模型を使用したデザインWSを実施。 



図 碁石地区被災図 図.高所移転候補地 

図 地元住民が設計した高所移転計画図 

設計：碁石地区振興協議会 代表 
2012年1月19日 

★基本的考え方 

①高台の森林部に２０戸の移転 ②造成敷地は２００坪×２０戸＝４０００坪 

③集落の空間構造を継承し、南面。海が眺望でき、敷地南面は遊歩道と道路で開放的。 

④中央部は、集会施設等の共同施設。⑤宅地周囲は菜園確保。 

⑥既存の集落へのアクセス歩道の確保 

 ④宅地規模は、１００坪を最低として確保する。 

 ⑤南面する宅地  

 

図 高所移転イメージ図 （設計：日大糸） 

作成２０１２／３／１６  糸長浩司(日本大学) 
設計：碁石地区振興協議会 代表 
2012年4月1日 

【住宅地環境形成にむけた住民の合意形成に至るための 
プロセスプランニング】 

大船渡市の防集事業による高所移転住宅の1世帯当たりの画地が100坪に決定。
この図面をもとにその画地の中での住宅再建案を検討していく。 

問題点：海が見えない，北斜面 

図 住宅を再建したい場所・環境のイメージ（複数回答） 

 碁石地区の高所移転住宅地は行政と地元代表，住宅再建の専門
家による討論と，協議会での確認・修正を重ねながら素案が作成
された。 

図 大船渡市による高所移転住宅団地（案）2012年5月 



 高所移転を希望する住民が持っている高所移転住宅地及び再
建住宅のイメージの明確化，共有化を図りながら，高所移転者
の住宅再建の意向の抽出を行う。 

 

・住宅地周辺環境 
・既存集落との位置関係 

 

・道路や公園等の配置 
・共同倉庫や駐車場の設置 

・住宅配置の調整による眺
望の確保 

 
・再建住宅への要望 
・住宅地のまちなみ 

住宅地の位置関係 

住宅・敷地の使い方 

住宅地の環境形成 

【住宅地環境形成にむけた住民の合意形成に至るための 
プロセスプランニング】 



樹冠（高木）

樹冠（低木）

樹冠（椿）

生垣

戸建住宅
（100㎡）

戸建住宅
（90㎡）

復興公営住
宅

駐車スペース

集会施設
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あずま屋

図 住宅や生活施設の配置，緑地や樹木の空間構成の検討 図 研究室で作成した高所移転住宅団地の代替案 



表 高所移転住宅団地の構成要素への意向の合意傾向 

【高所移転住宅地の環境形成に対する 
住民の合意形成度合い】 



図 合意された要素を設計要件として大学生が卒業設計・製作した住宅地模型 

表 高所移転住宅団地の構成要素への意向の合意傾向 続き（各世帯敷地） 



4-3家族構成別での再建住宅モデル提案 

【モデルプランの提案】 

 住宅復興部会での検討を元に最終プラン 
として下記の4タイプを作成。 
Ａ．プロトタイプ（4人家族住居27坪程度） 
Ｂ．プロトタイプ（4人家族住居30坪程度） 
Ｃ．プロトタイプ（7人家族住居49坪程度） 
D．復興公営住宅タイプ 
  

1階床面積：102.82㎡（31.10
坪） 
2階床面積：57.73㎡（17.46
坪） 
延べ床面積：160.55㎡（48.56

Ｃプロトタイプ（7人家族住居） 

図．再建住宅モデルプラン 

  （模型作成：日大  西本）  

＜Cプロトタイプ＞ 
・茶の間＋台所つながりが，家族団欒の場とし
てLDKの形で広く設けられた。 

・要望の強かった縁側も機能的にサンルームと
して，交流的な空間として濡れ縁の形で組み込
まれた。 
・農家的な暮らしに合わせ土間や納屋を設置。 



【共同発注方式での住宅再建の意義】 
 デザインWSを通じてあがった共同発注方式での住宅再建の要求について，モ
デルプラン作成よって，より具体性が高まってきた。 
   

＜共同発注の目的＞ 
 設計・材料・設備・施工の共同発注方式の住宅再建により，以下の効果を目指す。 

ⅰ）共同発注方式による建材のコスト削減と人工の確保 

ⅱ）共同発注による建設材料の共通化による街並み・景観形成 

ⅲ）住宅建設の同時期着工による施主間の格差削減，コミュニティ形成への配慮 

図：中山間地型復興住宅による 
          集落再生イメージ 

＜山古志村での取り組み＞ 
 『2004年10月に発生した新潟県中越地震の際に，
新潟県長岡市山古志村での住宅分野の復興におい
て，住宅の専門家や地域の住宅生産者、行政によ
る検討委員会を開催し，山古志地域の気候風土や
住文化に配慮した「中山間地型復興住宅」を開
発・提案を行った。その設計・供給の体制として，
再建者、施工者をネットワーク化して合理的に再
建事業を進めるコンストラクション・マネージメ
ントを実践した。』 
山古志における震災復興住宅モデル設計（三井所ら，2008年） 



【暮らし・風土を伝承した新たな住宅建設の支援】 
  
防集事業での自力再建世帯は17世帯の内，9世帯が共同発注を希望してい
る。＜復興公営住宅＞ 
大船渡市行政の理解を得て復興公営住宅6世帯分の住宅形態についても共
同発注住宅に準拠が決定された。 

表.自力再建者の再建住宅発注方法 

設計 施行 世帯数 

共同発注 

（リアスの
風） 

共同 
材料・設備・施行 

8世帯 

個別：設計のみ 1世帯 

個別発注：設計から施工まで 
(ハウスメーカー・他の工務店） 

8世帯 

＜コンストラクションマネージャ－（CM） ＞ 

リアスの風と当該研究室等が，大船渡市近在
の生産者グループとの連携による宅建設全般，
建材・設備等の共同発注の可能性を追求して
いる。 

図 共同発注を実現する住宅再建の体制 

・自力再建・復興公営合わせた15世帯での，街並みの調和した住宅住宅地形
成の可能性を示唆する事が出来た。 


